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r三田学会雑誌」83卷 3 号 （1990年10月）

マ ル ク ス の 利 潤 率 低 下 論

寺 出 道 雄

< 目 次 >
H 問 題  

K 利潤率の動向 

B 蓄積様式の変容

0 問 題

リカードが，技術改良を捨象して資本菩積の進展が利潤率の傾向的低下をもたらすことを，士地
( 1)

収獲適減の想定から展開したのに対して，マルクスは，技術改良を含む資本蓄積の進展が均等利潤

率の傾向的低下をもたらすことを主張した。

『資本論』第三部第三篇「利潤率の値向的低下の法則」第13享 「この法則そのもの」で展開され
( 2 )

たその議論の骨子は次のようなものである。

X X X

なお，本稿ではいくつかの単純化を加えながらも，基本的にマルクスにしたがって，以下のよう 
C 3 )

に想定されている。

一部門の経済を考えて， 社会の純生産物（F ) は， 総 利 潤 ( P ) を体現する生産物と， 総賃金 

(W) を体現する生産物から構成されている。

Y = P+W  ( 1 )

他方，純生産物に対する需要は，賃金からなされる労働者の消費需要と，利潤からなされる資本 

家の消費需要と蓄積需要の三者の和に等しい。 ここで，労働者は階級として自らの賃金の全体を消 

費のために支出し，資本家も階級としてまらの利潤の全体を，消 費 原 資 （C ) にあてるか，蓄積原 

資 （/ ) にあてるかして支出する—— 資本家は，その利潤の一定部分（S三投資率） を蓄積原資に 

あてる----と，

P  ニ C + /  ( 2 )

1=  S P  ( 3 )

注 （1) Ricardo,〔1の 第 6ぎ參照。

( 2 )  Marx,〔5〕第3部第13—15章参照。

( 3 ) ibid., I, S. 617-618, ②，pp. 770-771参照。
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であるから，常に，

C ニ〔1 一 s)P

F  ニ C + / + l ^

となり，セイの法則が妥当するのである。

他方，総賃金は，雇 用 労 働 量 （A 0 に，賃 金 率 （M；) を乗じたものに等しい。

W=Nw  ( 4 )

労働者1 人 が 1期 1 単位の労働を支出するとすると，雇用労働量は労働力数に等しくなるが，そ 

れ は 資 本 量C K )に，資 本 • 労 働 比 率 （g ) を乗じたものに等しい。

N = q K  (5 )

さらに，純生産物は，資本量に資本• 産 出 比 率 （V ) の逆数を乗じたものに等しい。

C 6 )

し•しし,

i ) 資 本 • 労働比率と資本• 産出比率は，労働者の技術導入への抵抗や，操業率の変動を捨象し 

て，所与の技術的条件を表現している。

i i ) 賃金率は，労働力市場で，労働力需要と，労働力供給と， それらの要因には還元できない， 

資本家と労働者の階級的力関係によって決定されるものとして所与である。

i i i ) 投資率は，資本家の意志行為によって決定されるものとして，

0< 5 さ1

の範囲で所与である。

i v ) さらに，資本の耐用期間は十分に長く，資本の損耗は捨象できると考え，初発の資本量は，' 

過去の資本蓄積量によって決定される，

Ko= It

ものとして所与である。

以上のような想定のもとでは，賞金は後払いされるものとして，以下の諸概念を定義しうるよう 

になる。

利 潤 率 ：rミP IK  

掉 取 率 ：e三prw  

ま本蓄積率：gぐIK  

資本の有機的構成：UミK m  

労働生産性：ドY/N

ここで，労働生産性が技術的条件を表現する他は，資本の有機的構成を含めて，技術的条件とと 

もに分配関係をも表現するものである。
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さて，以上のもとでは，利潤率は，

_  P P /W  _ e
^ ~ ^ ~ i a w ~ i r

で示される。

ところが， マルクスによると，労働生産性を上昇させる新技術は，資本の有機的構成をも上昇さ 

せるのである。 したがって，技術改良を含む資本蓄積の進行は， マルクスが『資本論』第三部第13 

章で想定するように，摊取率が一定に保たれるなら，利潤率を傾向的に低下させていくことになる 

のである。

こうしたマルクスの議論に対しては批判が絶えなかったのであるが， その批判の要点は， スウィ 
( 4 )

一ジーに代表されるように，新技術の導入によっても，実質賞金率が一定であるか，上昇するとし 

てもその率が労働生産性の上昇率におよばないとするなら，摊取率が上昇することに着目すること 

であった。

利潤率，摔取率，資本の有機的構成，それぞれの変化率をA をつけて表わせば，

r=e~u

であるから，資本の有機的構成が上昇しても，摊取率が_h昇すれば，利潤率は一定であるかも，上

昇するかもしれない， とするのである。

こうした批判に対して，置塩は， マルクスの r低下法則」 に対して次のような新解釈を与え，評 
( 5 )

価を行なった。

置塩は， まず，資本の有機的構成の概念そのものを検討するのである。

資本の有機的構成は，

X X X

K  K  Y K  し1  P
丄 十 - ：■)ニ " （1+ め

である。すなわち，資本の有機的構成は，それ自身さらに資本•産出比率と掉取率の関係に分解さ 

れるのである。

ところで， マルクスは，労働を財の計量尺度としても用いているのだから， そこでは，

K  .  K

である。マルクスの計量の世界では，上式の右辺の分子は「死んだ労働」を，分 母 は 「生きた労働」 

を表わしている。そして，置塩によれぱ， マル ク ス が 「資本の有機的構成」 という概念で真に示そ 

うとしたものは， 実は，「生きた労働」に 対 す る 「死んだ労働」 の比率なのであり，それは，上式 

から資本 • 座出比率に等しいのである。

注 （4 ) Sweezy,〔14〕第 6 章参照。

( 5 ) 置塩，〔8〕pp. 254-278,〔9 〕pp. 157-207 参照。
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X X X

なお，本稿では，労働を財の計量尺度とせず，財を物量の単位で尺度しているから，上式は成立 

しない。そこでは， は単に資本 . 労働比率を表わすことになり， その値は資本.産出比率の 

値と等しくなる必然性はないのである。

財が物量の単位で尺度されているとすると，今期の労働生産性で計った，資本に体化されている 

労 働 は K/iSであり，今期の労働はATであるから，r生きた労働J に 対 す る r死んだ労働」の比率は 

以下で示される。

K K

W  一了

財が一種類しかない世界では，財がどんな計量尺度で計られていても，K I Y は 「生きた労働」 

に 対 す る r死んだ労働」の比率に等しいのであるが， 1 単位の労働を含んだ財を1 単位の財としな 

いかぎり， ル は 7Vに等しくならないのである。

X X X  

ところで，時間の経過にしたがって，r死んだ労働1/T 生きた労働」 の値が上昇しつづけ，

1；̂  ー 0

となると，

丄
V K  = K

であるから，

iim no — ^0

となる。

すなわち，資 本 • 産出比率の値に等しいr死んだ労働」 生きた労働」 の値の十分な上昇は，た 

とえ摔取率がどんなに上昇したとしても， また，初期の利潤率がどんな水準のものであったとして 

も， I 、ずれは利潤率をゼロに収束させていくことになるのである。

そうした意味で， マ ル ク ス の r低下法則」は，資 本 • 産出比享の値に等しいr死んだ労働J/T 生 

きた労働」の値が十分に上昇しつづける， という前提を認めるかぎり真である命題になるのである。 

しかし，置塩は，資 本 • 産出比率が，長期的にみれば顕著には上昇していないことを強調し，議論 

の前提そのものが満たされない以上，r低下法則」をマルクスの経済理論の正当な礎石とすること 

はできない， とするのである。

しかしながら， ここで，置塩によって再解釈されたr 低下法則j は，本 あ 資 本 •産 出 比 率 の 定  

義 G；ョi ic / y ) からして自明のことに遺元されてしまっているといえるだろう。 その自明性は，次 

のような議論もr前提を認めれば真」であることを考えてみればよくわかる。

すなわち，「もし，資 本 • 産出比率が時間の経過にしたがって十分に低下しつづけ，
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l i m ---------------

となるならぱ，経済は時間の経過にしたがって，有限の資本から無限の産出がもたらされる経済的 

千年王国に接近していく」 という議論である。 この議論も，「前提を認めれば真」 であることは， 

置塩によって再解釈された「低下法則」 と同じであり，現実の資本蓄積過程の理解に大きくは資す 

る点がないことでも両者は同じなのである。

しかしながら，マルクスの「低下法則」は，『資本論』第三部第14享 「反対に作用する諸原因丄 

第15章 「この法則の内的な諸矛盾の展開」 ともあわせて考えると，技術改良を含んだ資本蓄積の進 

行が，掉取率等の動向と相まって，利潤率にどのような影響を与えていく力S また，それが資本蓄 

積の進行にどのような反作用を与えていくかを明らかにしようとしたものであったはずである。 と 

するならば，置 塩 の r低下法則」をめぐる議論の真の核心は，資本の有機的構成の概念が， さらに 

資 本 • 産出比率と掉取率の関係に分解可能であることを明示した点にあるのであり，「低下法則」 

の評価そのものが置塩の再解釈によって終結したのではないように思われる—— r低下法則」は，

より具体的な場面で評価されるべきものであるように思われる— のである。

^ 利 潤 率 の 動 向

(1)

マルクスは，r利潤率の傾向的低下の法則」 を論じるとき， 労働生産性を上昇させる新技術は， 

それが採用されるなら，少なくとも掉取率が一定ないし上昇するとき，資本の有機的構成を上昇さ 

せてしまうと考えていた。

しかし，新技術の導入は，必ずしも資本の有機的構成を上昇させないのである。

先に置塩によって示したように，資本の有機的構成は，

u = v  C l+ e )

である。後にみるように，資 本 • 産出比率はきわめて長期にみれば安定しているのであるが，個  々

の技術改良は資本• 産出比率を一定に保つだけでなく，上昇させることも，低下させることもある 

であろう。

また，マルクス的視角からするなら，労働生産性の変化と賃金率の変化との間には直接の因果関 

係はない。

摔取率は，

^ W W W ^

であるが， そこで，賃金率---本稿の設定のもとでは実質賃金率と貨幣賃金率の命離は生じない一

一は，労働生産性の変化を背景としながらも，労働力市場において，労働者階•級と資本家階級の力
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関係をも含む要因によって決定されていくのである。 とするならば，資本の有機的構成は，新技術 

の導入によっても，上昇する必然性はないのである。

この点を確認するためには，労働生産性の概念をさらに明確化する必要があるであろう。 

労働生産性は，

V

=

であるから，労働生産性，資 本 • 労働比率，資 本 • 産出比率， それぞれの変化率をA をつけて表わ 

せぱ，

^=q—v

という関係になる。

したがって，労働生産性が上昇するためには，’

q—v>0

であることが必要かつ十分であり，資 本 • 産出比率の変化率は，正 . 負.ゼロいずれでもかまわな

I --- むしろ，その上昇は労働生産性を低下させる要因として作用する—— のである。 とするなら

ば，先に推測したように，労働生産性を上昇させる新技術の導入が資本の有機的構成を上昇させる 

必然性がないことは明らかなのである。

マルクスの技術改良に関する想定は，労働生産性を上昇させる技術改良一般に妥当するものでは 

なく，

^>z)>0

となる特殊な型に妥当するものであったことになるのである。

そうした， マルクスの想定した型の技術変化を，賃 金 • 利潤線を用いて表現すれぱ，図 1 の
( 6 )

か ら へ の 変 化 と し て 示 す こ と が で き る 。

すなわち，利潤率，

<図 1>

注 （6 ) 置塩，〔9〕pp. 202-203 参照。
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r —--------------w
V q

の極大値は，賞金率がゼロであり，純所得の全体が利潤となるとき与えられ，

1

であり，他方，賃金率の極大値は，利潤率がゼロであり，純所得の全体が賃金となるとき与えられ,

であるから，労働生産性を上昇させ，かつ資本 • 産出比率を上昇させてしまう新技術は， 旧来の賃 

金 • 利 潤 線 を ル に 変 化 さ せ る の で あ る 。因 1 をみれば， マルクス型の技術改良が，賃金率 

の水準いかんでは，利潤率を基準として，必ずしも技術改良ではありえない型のものであることが 

わかるであろう。

このように考えてくれぱ，マルクスにせよ，スウィージーにせよ，資本の有機的構成という， そ 

れ S 身さらに資本• 産出比率と掉取率の関係に分解可能な概念と，掉取率の動向で利潤率の動向を 

おしはかり， しかも，新技術の導入は資本の有機的構成を上昇させるという，必ずしも一般化でき 

ない前提をおいて議論を行なってきたことに「低下法則」をめぐる，置塩による明確化までの議論 

の混舌しの原因があったのだといえるであろう。

(2)

利潤率を資本 . 産出比率と掉取率のみで表現すれば，

V il+e)

となる。技術改良は資本係数を一定に保つかも，変化させるかもしれず， それと平行して摊取率も

一定であったり変化したりするのであるから，技術改良の流れが利潤率の傾向的動向にどのような
( 7)

影響を与えるかは，一般的には確定しえないのである。

しかし， マルク ス の 「利潤率の傾向的低下の法則」力;，一般的には成立しなくても，それが，技

術改良を含んだ資本蓄積の進行と，階級間の所得分配の動向から，利潤率の傾向的変化を展開した

初めての本格的な議論であったことは疑いない。

そして重要なことは，表 1 にみられるように， イギリスでは， マルクスが『資本論』第三部草稿

を執筆した19世紀中葉以降，1880年代まで，資 本 . 産出比率がかなり顕著に上昇しており，その上
C 8 )

昇はさらに19世紀前半からにまで逆のぼることである。資本.産出比率が長期的には安定している

法 〔7 ) マルクスは，『資本論』で一般的には， 技術改良を含む資本蓄積の進行過程で， 実質貢金率一定， 
摔取率上昇を想定し，第三部第13享では，実質賃金率上昇，摔取率一定を想定している。こうした矛 
盾をどのように理解するかはさまざまに解釈しうる力;，19世紀後半以降の歴史的享実に適合したのが 
後者であったことはいうまでもない（Deane & Cole,〔1〕pp. 246-248参照。 なお，Klein,〔4〕 
pp. 118-131も参照)。

( 8 ) カルドアのいわゆるr定型化された享実」については，次稿で言及する。
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表 1 イギリスの資本. i i 出比率

1865 1875 1885 1911-13 1926-28 1932-34

連合王国
4.6

(100)
5.4

(117)
6.6

(143) - 一 —

大プリチン — — 6.7
(146)

5.5
C120)

4.6
(100)

5.0
(109)

出所：Deane, & Cole〔1〕p. 274

表 2 - 1 連合王国の有業人口一人当り 

実質国民生産の上昇率

(年当り％)

1851/61—1881/51 2.0

1861/71—1891/01 2.2

出所：Deane & Cole〔1〕p. 283.

表 2 - 2 連合王国の平均実質賃金

(1850=100)

1850 100

1860 105

1870 125

1880 132

1890 166

出所：Deane & Cole〔1〕p. 25.

表 2-3 連合王国の所得分配

利潤• 利子, 地代所得/ 賃金•捧給所得

1860-一 69 106

1870-一 79 105

1880--89 107

出所：Deane & Cole〔1〕P.  274.

といっても，それは，19世紀にはかなり上昇し，連合王国と大プリチンの数値が接合可能であると
C 9 )

して，1865年の資本 • 産出比率の値が回復されるのは， ほぽ60年後の1926—28年なのである。そし 

て，表 2-1〜3 をも考りょすれば，1865—1885年の期間において，資 本 . 産出比率上昇，労働生産 

性上昇，階級間の所得分配比率ほぽ一定， という， マル ク ス が 「低下法則」を論じるときに想定し 

ていた享態に近似した享態が生じていたと推測することができるように思われるのである。

注 （9 ) 表 1の資本. 産出比率の推定の問題点については，Deane & Cole,〔1〕pp. 274-276参照。 本稿 
の論点と関連しては，その算出の基礎になる総再生産可能資本，純国民所得に，それぞれ，海外投資, 

海外からの所得が含まれてしまっている。その点を補正すれぱ，1865—85年のその上昇率は30%程度 
になる（ibid., P .166, p. 274参照)。 また，19世紀前半の資本• 産出比率については，1832年の大プ 
リテンの数値は3. 2である（ibid., p. 30の。こうした変化の要因として，鉄道 . 運河の建設等，産業革 
命後の産業構造や，都市化にともなう諸投資の影響も考えられるであろう。
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技術改良の型がマルクスの想定するようなものであったとき，階級間の所得分配比率が一定に保

たれるなら，利潤率が確実に低下することは，図 2 によって説明することができる。 なお， より具

体的には，技術改良を含んだ資本蓄積過程において，階級間の所得分配比率を一定に保つ傾向は，
(10)

実質賃金率の上昇とともに，労働日の短縮によってももたらされるが， ここではその問題は捨象し 

ておこう。

そのような早純化のもとでは，摊取率が一定であることは，労働生産性の上昇率と実質賃金率の 

上昇率が等しいことを意味している。 さて， 図 2 において， 旧 技 術 の と き 利 潤 率 が り 賃 金 率 が  

O G で決定されているとすると，賞金率が一定であるなら新技術は利潤率を上昇させるのであるか 

ら，資本家は新技術を導入する誘因をもつであろう。 しかし，新技術の導入と平行して賃金率が労 

働生産性の上昇率と等しい上昇率で上昇してしまうと， 労 働 生 産 性 の 上 昇 度 は 軸 上 で 計 っ て ， 

O A ' / O A であり，それは，S D / S C に等しいから，新技術の導入された期の賃金率はS のに等 

しい大きさのものになる。新たな賃金 . 利潤線上で5 の に 等 し い 大 き さ は 五 〔= 0 / 0 であるか 

ら，それに対応する利潤率はがF  ( = 0 五）になる。

すなわち，新技術の導入される前後の期を比較すると，

ri+i<rt

ヴ£+1( ニ  レ=srt)
(11)

となり，利潤率も資本蓄積率も低下することになるのである。

マルクスの想定した型の技術改良のもとでは，階級間の所得分配比率が一定に保たれるなら，利 

潤率は確実に低下するのである。いいかえれぱ，掉取率が一定であれば，資本の有機的構成の変化 

率は，資 本 . 産出比率の変化率のみを表現するのであるから， マルクス型技術改良のもとでは，摊 

取率が一定であれば資本の有機的構成は確実に上昇し，利潤率は確実に低下するのである。

以上の点は， 旧技術における賃金率がどのような水準にあっても，階級間の所得分配比率が一定 

であるもとで，利潤率が一定であるためには，資 本 • 産出比率が一定に保たれていなければならな 

いことを示唆している。すなわち，労働生産性の上昇と平行して賃金率が同じ率で上昇したとき，

(3)

注 （10) Kaldor,〔3〕参照。
( 1 1 )ここで，労働需要の変化率は，

N=g—̂
で決定される。

技術改良の流れの中で，各技術改良における資本• 労働比率の上昇率が一定であるとすれば，資本 
蓄積率の低下は，当初労働力需要の増大がみられても，その増大率を減少させていく。そして，労働 
力人口の増殖率が正で一定であり，当初失業が存在しなかったとしても，そうした過程の進行によっ 
て，失業が形成され，増大していく。

そうした状況のもとで実質賃金率が上昇していくためには，労働力市場に，労働力の■要量と供給 
量に遺元できな、要因が存在しなければならない。

19世紀後半のイギリスにおいて，その変化はr労働貴族」層をも生みだしていく上層労働者の地位 
の向上に求められるといえるだろう。
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<図 2>

r

< 図 3>

利潤率が一定であるためには，新たな賃金 • 利潤線は，利潤率の極大値を一定に保つものでなけれ

ぱならないのであり，したがって，資本 . 産出比率は一定に保たれなければならないのである。新

• 旧両技術の関係が，図 3 の と の よ う な 関 係 の も の な ら ，旧技術における賃金率がどの
(12)

ようなものであれ，階級間の所得分配比率が一定なら，利潤率も一定なのである。

いずれにせよ，マルクスの想定したような型の技術改良の流れのもとでは，階級間の所得分配比 

率が一定に保たれるなら，利潤率は傾向的に低下していくのであり，19世紀後半その末にかけての 

イギリスでは，先にみたように，そうした状況に近似した状況が出現していたと推測できるのであ 

る。

(4)

マルクスが『資本論』において想定した資本家像は，自らの蓄積欲と享楽欲との二つの魂の葛藤
(13)

にさいなまれながら，競争の強制にかりたてられて，資本蓄積のための道具と化す存在であった。 

そうした資本家像の想定が資本家は自らの利潤の全体を蓄積のためか，消費のために支出しつくす

注 〔12) Harrod, 〔 3〕pp. 24-27, Robinson, 〔 3〕第 3 享参照o

--- 100 C5S4)



という資本家の行動原理の想定そのものの根拠となっているのである。

しかしながら，技術改良を含む資本蓄積の過程が利潤率の傾向的低下をもたらしていけぱ，資本

家が実現された利潤の全体を自動的に蓄積原資と消費原資にふり分けるという想定は不自然なもの

になってくる。 もちろん， ここで，利潤率が傾向的に低下していっても，資本家が利潤のうちの蓄

積 原 資 の 比 率 （投資率）を一定に保つと想定することは可能ではある。 しかし， ある投資率の存在

は，資本家の蓄積欲のある水準を前提しているはずであり，その蓄積欲の水準が利潤率の倾向的動

向の影響を受けないと想定することは不自然なのである。

また， ここで，利潤率の傾向的な低下に応じて，資本家が投資率を低下させたとしても，それに

応じて， 利潤のうちの消費原資の比率（消費率）を上昇させていくとするなら—— 当然のこととし

て，利潤率と投資率によって決定される資本蓄積率は，利潤率の低下そのものによってもたらされ

る以上に低下するとはいえ一 資本の過剰の問題は生じない。

例えば， リカードが想定していたのはそのような事態であったと思われる。 リカードは，利潤率

はいまだ正であっても，十分に低下するならば，資本家の蓄積欲は完全に失しなわれ，資本蓄積が

停止されて社会は定常状態に到達すると考えていた一方，少なくとも定常状態への到達まではセイ
(15)

の法則が妥当すると考えて、たのであるから，利潤率の傾向的低下による資本蓄積率のゼロへの収 

束の過程そのものでは，資本家は投資率を低下させる一方，消費率を上昇させると考えていたこと 

になるのである。

しかし利潤率の傾向的低下に応じて，資本家が投資率を低下させ，消費率を上昇させるという 

のは，可能な唯一の想定ではない。 これまでのように，貨幣市場ないし証券市場を捨象しつづけて 

も，利潤率が傾向的に低下していったとき，資本家は自らの実現利潤の一部を消費してしまうこと 

も，投資することも択ぱず， 自らの手にじっとにぎりしめているかもしれない。そして，資本家が,

(14)

注 （13) 「資本家は，ただ人格化された資本であるかぎりでのみ，一つの歴史的な価値と……歴史的な存在 

権……をもっているのである。……だがまた，そのかぎりでは，使用価値と享楽がではなく，交換価 

値とその増殖とが彼の推進的動機なのである。価値増殖の狂信者として，彼は容赦なく人類に生産の 

ための生産を強制……する。このようなものとして，彼は貨幣蓄蔵者と同様に絶対的な致富欲をもっ 

ている。だが，貨幣蓄蔵者の場合に個人的な熱中として現われるものは，資本家の場合には社会的機 

構の作用なのであって，この機構のなかでは彼は一つの動輪でしかないのである。そのうえに，資本 

主義的生産の発展は一つの産業企業に投ぜられる資本がますます大きくなることを必然的にし，そし 

て，競争は各個の資本家に資本主義的生産様式の内在的な諸法則を外的な強制法則として押しつけ 

る。」(M arx,〔5〕I, S. 618 ,②，p. 771-772.)。

「蓄積せよ，蓄積せよ！ これがモーセで，預言者たちなのだ！……蓄積のための蓄積，生産のた 

めの生産， この定式のなかに古典派経済学はプルジョア時代の歴史的使命を言い表わした。」(ibid., 

I.S .621 ,②，P.775)。

「だが，原罪の結果はどこにでも現われる。資本主義的生産様式が発展し蓄積が増進し富が増大す 

るにつれて，資本家は資本の単なる化身ではなくなる。……それと同時に，個々の資本人の高く張っ 

た胸のなかでは，蓄積欲と享楽欲とのファウスト的葛ぽが展開されろのである。」（ibid., I, S. 620, 

②，pp. 773-774)0

( 1 4 )マルクスとセイの法則については，Robinson,〔11〕第 6章参照。

(15) Ricardo,〔1の 第 6享，第21章参照。
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利潤率の低下によって投資.率を低下させる一方，消費率を一定に保つとするなら，そこでは，

Y > W + C + I

となり，資 本 の 過 多 （plethora)が生まれてくるであろう。

マルクスが『資本論』第三部第15享 「この法則の内的な諸矛盾の展開」で明らかにしているのは 

—— そこでの展開は，利潤率の傾向的低下の問題と，景気循環における一時的低下の問題が錯綜す 

る等，不明確な点を残すとはいえ一そうした問題だったのである。

マルクスは，そこで次のように述べるのである。

「それゆえ，個々の商品の過剰生産ではなく資本の過剰生産—— といっても，資本の過剰生産は

つねに商品の過剰生産を含んでいるのだが—— の意味するものは，資本の過剰蓄積以外のなにもの 
(17)

でもないのである。」

こうして，利潤率のf頃向的低下が生じれば所得マイナス消費と定義された貯蓄と投資のg 動的均 

衡は維持されなくなる可能性が生まれてくるのである。 また，そうした利潤率の傾向的低下は，賃 

金率の上昇と結びついているのだから，やがて，労働者の賃金の中からも，消費原資を差引いたと 

きに正の残余= 貯蓄が生まれてくる可能性も存在するであろう。

このように考えてくれば， マルク ス の 「低下法則」は，セイの法則が妥当する世界，すなわち， 

労働者も資本家も，階級としてその得たものを支出する世界における資本蓄積の進行が，ついには

セイの法則の妥当しない世界を生みだしていく---- つの可能な一途を展開したものであるとい

えるであろう。

たしかに，技術改良を含んだ資本蓄積の進行が「利潤率の傾向的低下」をもたらすという主張は 

一般的には成立しない。 しかし，現実の世界における資本蓄積が「一般論」にしたがって進行する 

わけでもない。技術改良の流れが， マルクスの想定したように，資本•産出比率を上昇させてしま 

うものであり，かつ，技術改良にもかかわらず，階級間の所得分配比率が一定に保たれるなら，利 

潤率は，そうした技術改良の流れの中で傾向的に低下していくことになるのである。そして，利潤 

率の傾向的な低下に応じて資本家が投資率を低下させていくとともに，消費率を一定に保つなら， 

一方で，資本蓄積率は利潤率の低下がもたらす以上に低下し，他方で，資本の過剰が生まれてくる

注 〔1 6 ) この点を明らかにするためには，生産財生産部門（第 1部門）と，消費財生産部門（第2部門）に 

部門を分割することが便利である。それぞれ添字は部門を表わすとすると，両部門における需給一致 

の条件は，

W l +  P x = h  +  l2  

Wz+P2= W2+ M C 2 
である。雨式を加えて，その両辺から，労働者はその得たものを支出するとして，賃金を控除すると， 

P l + P2 =  C l + C2 + / l + /2

を得る。資本家も階級としてその得たものを支出することが，与えられた両部門の供給が全面的に実 

現されるための一条件なのであって，それが満たされないと，生産物の全面的実現は不可能になるの 

である。

(17) M arx,〔5〕皿，S. 261,④，p. 315 .なお，財が一種類しかない世界では，資本の過剰は商品の過

剰と同義である。

—— 102 {586' ) ——



のである。「利潤率のある高さが， 生産の拡張や制限:を決定するのであって， 社会的欲望にたいす 

る，社会的に発達した人間の欲望にたいする，生産の割合がそれを決定するのではないというこ 

と」が—— これは，投資が利潤率の関数になろという把握として理解できろであろう一 ，現われ 

てくるのである。

^蓄積様式の変容

19世紀中葉のイギリスにおいては，企業は主として個人企業ないしバートナーシップ企業の形態

をとり，銀行も商業銀行として商業手形の割引きを中心業務とし，貸付業務の中心も短期の流動資
(19)

金の供与におかれていた。そこでは，企業の蓄積原資は主要には自らの利潤に求められたのである。 

そして，諸企業は，そうした蓄積様式に依拠しながら， イギリスを世界の工場とする世界体制に支 

えられて， いくつかの景気循環を含みながらも，旺盛な資本蓄積をくりひろげていった。

し か し 1873年恐慌から1890年代前半までのいわゆる「19世紀未大不況」期に至って， イギリス
C20)

資本主義は，1860年代に対して資本蓄積を鋪化させ，産業の国際競争力の喪失ニイギリスを世界の
(21)

工場とする世界体制の変容をもたらしながら，国内で形成された過剰資本が海外に輸出されていく。 

主として海外証券投資の形態をとったイギリス（連合王国）の海外新投資は， 同年代の国内粗固定

資本形成を100とした値で，1860—69年に4 2 ,1870—79年に49であったもの力’、，1880—89年には80
(22)

に達するのである。 イギリスは「大不況期」を画期として，20世紀初頭のいわゆる「古典的帝国主

義」期に完成される利子生活者国家としての原型を形づくっていくのである。

こうした過程の底流に， マルクスが『資本論』第三部で展開した利潤率の傾向的低下^>過剰資

本の形成という過程が存在していたと想像することは決して不自然ではない。

マル ク ス の 「低下法則」 は， マルクスが観察し，その理論構成の歴史的素材としたイギリス資本

主義の，19世紀末にかけての資本蓄積過程の動向を理解するための，少なくとも一'^^の鍵を提供し
(23)

ているように思われるのである。

しかしながら，そうした利潤率のf頃 向 的 低 下 >過剰資本の形成という過程の進行は， 同時に， 

マルクスが資本蓄積を分析した梓組，すなわち，資本蓄積を， 自らの利潤を原資とする内部蓄積に 

よるものとして，基本的に貨幣市場および誰券市場の存在を捨象し，生産物市場と労働力市場の考

注 G8) ibid.,皿，S. 269,④，p. 324.なお，Robinson,〔12〕p. 23, p, 23 参照。

( 1 9 )大内，〔7 〕上 P .150, P .158 参照。

(2の Deane & Cole,〔1〕p. 266, p. 269, M itchell,〔6〕p. 818 参照。

( 2 1 ) r資本が外国に送られるとすればそれは，資本が国内では絶対に使えないからではない。それは， 

資本が外国ではより高い利潤率で使えるからである。」(M arx,〔5〕皿，S. 266,④，p. 321)

(22) Deane & Cole,〔1〕p. 266 参照。

( 2 3 )もちろん，このようにいうことは，「低下法則」が全てのタイプの帝国主義の形成の理解に有効で 

あるというのではない。あくまでも，イギリス型ニレントナー型の帝国主義の形成に，それは示唆を 

与えるということである。
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察によって蓄積過程の分析を行なう梓組そのものの変更をも迫る過程であった。

なぜならば，過剰資本の形成は，貯蓄と投資の自動的均衡の消失を意味し，資本家が消費も投資 

もしない実現利潤部分を自らの手ににぎりしめていない限り， 広義の利潤は，「蓄積の源泉として
(24)

の企業所得」か ら 「私的富の源泉としての利子所得」へとその性格の比重を移していくことになる 

からである。

そして， そうした貯蓄と投資のま動的均衡の消失は， イギリスにおいて「大不況」期後半からの 

産業資本そのもの， あるいは産業資本と銀行資本の結びつきの変容によっても進展させられていく。 

そこでは，1880年代には，鉄鋼業や綿業において株式会社の設立が本格化し，1890年 代 の 「大不況」 

解消後には， その設立は急増していく。 また，産業資本と銀行資本の結びつきにおいても，1890年
(25)

代の銀行大合同後は，設備投資のための長期貸付が普及してくるのである。

こうして， イギリスでは，19世紀末から，貯蓄と投資の自動的均衡の達成の条件は，国内的要因 

においても，対外的要因においても大きく失しなわれていくのであり， そうした状況における資本 

蓄積過程を分析するためには，貨幣市場ないし証券市場の分析は不可欠のものとなるのである。

しかしながら，マルクスは，その分析の対象が19世紀中葉の資本主義であったことから，既述の 

ように，資本の過剰の問題を先駆的に指摘し，株式会社の形成の問題に注目をはらいながら， そう 

した問題を資本蓄積論の梓組に全面的に取りいれているわけではない。そうした新たな梓組におけ 

る資本蓄積過程の分析は， ヒルファディング= レーニン， あるいは，ルクセンブルグ= カレツキ等， 

20世紀前半のマルクス主義者達の課題となるのである。
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